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子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 
 
 
当社は、平成22年10月27日開催の取締役会において、100％子会社である関発興産株式会

社を吸収合併することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は100％子会社の吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略しており

ます。 

 

 

１．合併の目的 

関発興産株式会社は当社の100％子会社であり、リース事業、損害保険代理業、化成品

の販売等を営んでおります。今般、当社グループにおける業務の効率的な運営を図る

ため、当社を存続会社として、関発興産株式会社を吸収合併することといたしました。 

 

２．合併の要旨 

(1) 合併の日程 

合併契約承認取締役会  平成22年10月27日 

合 併 契 約 締 結  平成22年10月27日 

合併契約承認株主総会  開催いたしません（注） 

合併日（効力発生日）  平成23年４月１日 

（注）本合併は、当社においては会社法第796条第３項に定める簡易合併の手続き

により、また、関発興産株式会社においては会社法第784条第１項に定める

略式合併の手続きにより、株主総会決議を経ずに行うものであります。 

 

(2) 合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、関発興産株式会社は解散いたします。 

 

(3) 合併に係る割当ての内容 

関発興産株式会社は当社の100％子会社であるため、本合併による新株式の発行およ

び資本金の増加ならびに合併交付金の支払はありません。 

 

(4) 合併に伴う消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

関発興産株式会社は新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 
 

 



３．当該組織再編の当事会社の概要 

  吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(1) 名称 関東天然瓦斯開発株式会社 関発興産株式会社 

(2) 所在地 東京都中央区日本橋室町二丁目1番1号 千葉県茂原市茂原661番地 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 吉井 正德 代表取締役社長 長濱 新太郎 

(4) 事業内容 天然ガスの採取・販売 

ヨードの製造・販売 

かん水の販売 

リース業 

損害保険代理業 

化成品販売 

(5) 資本金 7,902百万円 10百万円 

(6) 設立年月日 大正６年５月24日 昭和58年10月１日 

(7) 発行済株式数 60,996,473株 200株 

(8) 決算期 12月31日 12月31日 

(9) 大株主 

および持株比率※1

東京電力㈱ 

合同資源産業㈱ 

㈱三井住友銀行 

26.0％

19.3％

4.9％

当社 100.0％  

(10） 直前事業年度の財政状態および経営成績 

決 算 期 平成21年12月期（連結） 平成21年12月期（個別）※2 

純 資 産 58,185百万円  261百万円  

総 資 産 73,639百万円  314百万円  

１ 株 当 た り 純 資 産 1,002円44銭  1,306,536円53銭  

売 上 高 51,442百万円  384百万円  

営 業 利 益 2,916百万円  23百万円  

経 常 利 益 3,890百万円  23百万円  

当 期 純 利 益 1,490百万円  22百万円  

１株当たり当期純利益 29円87銭 ※3 112,024円43銭  

※１ 大株主および持株比率につきましては、平成22年６月30日現在の内容を記載しております。なお、持

株比率の計算に際しては、自己株式（10,967千株）を控除しております。 

※２ 関発興産株式会社は、子会社等を保有していないため、連結決算を行っておりません。 

※３ １株当たり当期純利益は潜在株式調整前の金額です。 

 

 

４．合併後の状況 

(1) 名 称  関東天然瓦斯開発株式会社 

(2) 所 在 地  東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号 

(3) 代表者の役職・氏名  代表取締役社長  吉井 正德 

(4) 事 業 内 容  天然ガスの採取・販売、ヨードの製造・販売 

             かん水の販売 

(5) 資 本 金  7,902百万円（合併による資本金の増加はありません） 

(6) 決 算 期  12月31日 

 

 

５．今後の見通し 

本合併が当社業績に与える影響は軽微であると見込んでおります。なお、平成23年12

月期の連結・個別の業績見通しにつきましては、平成22年12月期決算発表時に公表す

る予定です。 

 

以 上 




